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　湯浅町定住促進奨励金交付要綱を次のように定め、平成２８年４月１日から適用し、平成３１年３月３１日限り、その効力を失う。

　　平成２７年１２月　７日　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　湯浅町長　上　山　章　善　

　　　湯浅町定住促進奨励金交付要綱

（趣旨）
第１条　この告示は、湯浅町の人口減少を抑制し、定住促進と地域の活性化を図るため、町内に定住しようとする若年層の住宅取得に対し、奨励金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（定義）
第２条　次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　定住　永く住むことを前提に町内に住所を有し、生活の実態があることをいう。
(2)　居住　取得した住宅の所在地において、住所を住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に定める住民基本台帳に記載し、かつ現に当該住宅に住むことをいう。

（奨励金の交付を受けることができる者）
第３条　奨励金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれに該当する者でなければならない。
(1)　申請日において町内に定住の意志を持って居住していること。
(2)　申請者は、所有権保存登記日に４０歳未満（婚姻している夫婦の場合、そのいずれかが４０歳未満）であること。
(3)　取得した住宅の所有者が申請者本人であること。ただし、婚姻している夫婦の場合、夫婦のいずれか又は共有であること。
(4)　取得した住宅に居住する世帯員全員が町税等を滞納していないこと。
(5)　すでにこの告示による奨励金の交付を受けていないこと。


（取得する住宅の条件）
第４条　取得する住宅は、次の各号いずれにも該当するものでなければならない。
(1)　取得する住宅は、専ら人が居住の用に供する独立した建物で、新築又は売買により取得したものであること。ただし、相続、贈与、その他対価を伴わない事由により取得した場合や増改築は除く。
(2)　取得の事由が新築の場合は、建物登記の表題部における「原因及びその日付」欄に、取得の事由が売買の場合は、建物登記の権利部（甲区）における「原因」欄（「原因」欄が余白の場合は、「受付年月日・受付番号」欄）に記載された年月日が平成２５年４月１日以降の年月日とされている住宅で、玄関、居室、便所及び台所を備えており、延べ床面積（併用住宅においては、住宅部分の延べ床面積）が５０平方メートル以上の建物であること。

（奨励金の額）
第５条　定住促進奨励金の額は、１件につき３０万円とし、予算の範囲内で奨励金を交付する。

（事前協議）
第６条　奨励金の交付を受けようとする者は、着手又は購入契約の前に定住促進奨励金交付事前協議書（別記様式第１号）により協議するものとする。

（奨励金の交付申請）
第７条　奨励金の交付を受けようとする者は、定住促進奨励金交付申請書（別記様式第２号）に次の書類を添えて町長に提出しなければならない。
(1)　世帯全員の住民票　
(2)　各階平面図
(3)　建物登記簿の全部事項証明書
(4)　直近２ヵ年分の世帯全員の町税完納証明書
(5)　誓約書（別記様式第８号）
(6)　その他町長が必要と認めるもの

（交付決定）
第８条　町長は前条の定住促進奨励金交付申請書を受理した場合は、書類の審査及び必要な調査を行い、定住促進奨励金交付決定通知書（別記様式第３号）又は定住促進奨励金不交付決定通知書を（別記様式第４号）により、申請者に通知するものとする。

（資格要件の変更等）
第９条　申請者は、交付決定を受けた後、資格要件に変更が生じた場合にあっては、定住促進奨励金変更承認申請書（別記様式第５号）を、資格要件を欠いた場合にあっては、定住促進奨励金取下げ承認申請書（別記様式第６号）を町長に提出しなければならない。

（交付の請求）
第10条　申請者は、交付決定通知を受けた日から３０日以内に定住促進奨励金交付請求書（別記様式第７号）を町長に提出するものとする。

（交付）
第11条　町長は、申請者から前条の定住促進奨励金交付請求書の提出を受けた場合は、速やかに奨励金を交付するものとする。

（奨励金の返還）
第12条　奨励金交付後、次の事項が判明した場合には、申請者が奨励金を全額返還しなければならない。
(1)　虚偽の申請その他不正な手段により奨励金の支給を受けたとき。
(2)　奨励金の交付決定を受けた後、４年以内に当該住宅を売却し、若しくは、賃貸借し、又は世帯全員が町内に居住しなくなったとき。

（その他）
第13条　この告示に定めるもののほか、奨励金の交付に関し必要な事項は、町長がその都度決定する。
